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○議長（関口昌一君） 松沢成文君。

〔松沢成文君登壇、拍手〕

○松沢成文君 日本維新の会の松沢成文です。

私は、会派を代表して、公益通報者保護法の一部を改正する法律案について、伊東良孝担当大臣に質

問をいたします。

公益通報制度の充実を図るには、勇気を奮って組織の不正に声を上げた人をしっかりと守る仕組みが

なければ機能しません。そのために、二〇〇四年に公益通報者保護法が制定され、そして二〇二〇年に

改正されました。しかしながら、法の施行、改正後も、公益通報制度が機能しない、あるいは公益通報

者が守られない事実が相次いで明らかになり、実効性が保たれていないのが実情です。最近でも、ビッ

グモーター事件、兵庫県事案、フジテレビの問題など、法律に実効性があれば防ぐことができたであろ

う不祥事が続発しています。

そこで、大臣に伺います。

こうした不祥事が後を絶たない原因はどこにあるのか。日本独特の企業文化や組織風土がある、ある

いは法令の不備が大きいとの識者の指摘がありますが、見解を伺います。あわせて、今回の改正案の目

的と立法事実について御説明ください。

それでは、法案の内容について順次質問いたします。

まず、公益通報を理由とする不利益取扱いについてです。

法案では解雇及び懲戒については無効とされ、刑事罰の対象になりますが、配置転換や退職勧奨など

は対象外となっています。裁判実務で最も多いのは配置転換であり、配置転換による不利益な扱いが横

行し、従業員や公務員を苦しめているのが現状です。

解雇や懲戒には刑事罰が適用され、配置転換や退職勧奨には刑事罰がないことになると、配置転換や

退職勧奨による報復がますます増えてしまうのではないでしょうか。これらも刑事罰の対象にしなけれ

ば実効性に問題が生じるのではないでしょうか。なぜこのような対応になったのか、大臣の見解を求め

ます。

また、何が不利益取扱いに該当するかについては、法定指針に盛り込むことが求められますが、配置

転換や退職勧奨、嫌がらせ、ハラスメントなどが含まれるのか、その方針を伺います。

関連して、これまで通報と不利益取扱いとの因果関係を通報者が証明する必要がありましたが、改正

案では、通報後一年以内の解雇、懲戒について、民事訴訟上の立証責任を事業者に転換したことは、通

報者の負担軽減となり、大きな前進です。しかし一方で、事業者にとっては人事裁量の制限や訴訟リス

クにつながる懸念もあります。したがって、立証の具体的運用に関しても明確なガイドラインが必要だ

と考えますが、大臣の見解を伺います。

次に、通報者保護の範囲についてです。

本改正案では、保護される通報者の範囲にフリーランスの方々が追加されました。しかし、ＥＵの公

益通報者保護指令では、求職者やボランティアも公益通報者に含めていますし、家族や同僚などの通報

者の周囲の方々にも保護措置が適用されます。また国連人権委員会のビジネスと人権作業部会の訪日調

査報告書では、自営業者、労働者の家族、弁護士等にも適用すべきとしております。

このように、国際的には保護する通報者の範囲が極めて広く認定されていますが、なぜ今回の改正で

フリーランスだけにとどまったのか、大臣の見解を伺います。

次に、公益通報を阻害する要因について伺います。

まず、通報者の探索の禁止についてです。本改正案では、事業者が正当な理由なく公益通報者を特定

する行為を禁止していますが、罰則の対象にはなっていません。通報者の探索による不利益取扱いは、



通報者が最も恐れる報復です。罰則という抑止がなければ通報者の安全は保障されません。ここで言う

正当な理由とは何なのか、なぜ通報者探索に罰則を規定しないのか、大臣の見解を求めます。

しかし一方で、過度に保護することが、自己の利益を図る目的で悪意を持って誰かをおとしめようと

虚偽報告が発生する可能性も否定できません。ＥＵの公益通報者保護指令では、通報者が故意に虚偽の

報告を行った場合の罰則規定もあります。この虚偽報告に対してはどのような対策を取るのか、併せて

伺います。

続いて、通報妨害の禁止について伺います。

本改正案では、事業者が労働者に対して、正当な理由なく公益通報しないなどの合意を求めたりする

ことが禁止されます。公益通報を妨げる行為を禁止し、この規定に違反してなされた合意等の法律行為

を無効とすることになっています。この公益通報の妨害とならない場合の正当な理由とは、大臣、どの

ような場合を想定しているのか、具体的に説明してください。

次に、事業者に関する対策について伺います。

本改正案では、事業者指定義務に違反する、済みません、従業者指定義務に違反する事業者に対して、

現行法の指導、助言、勧告を行う権限に加えて、勧告に従わない場合の命令権の新設、さらには命令違

反、報告義務違反、虚偽報告、検査拒否に刑事罰を科すとされています。これだけ罰則を強化すれば一

定の効果はあると思われますが、対象となる事業者の規模が問題です。

公益通報対応業務の従事者指定義務が掛かるのは、常用雇用者が三百人超の事業者です。そのような

事業者は全事業者の約〇・五％にすぎず、そこで働く常用雇用者数は全雇用者の約約四八％でしかあり

ません。ＥＵの公益通報者保護指令では、従業員五十人以上の事業者に内部通報窓口の設置義務が掛か

っています。少なくとも百人以上とすべきです。

このままでは、公益通報者保護が多くの中小企業で対応できず、体制整備が極めて貧弱とならざるを

得ません。従業者指定義務を課す事業者規模を三百人超とした理由は何か、そして三百人以下の中小企

業への対応策をどのように考えているのか、大臣の見解を伺います。

次に、通報対象事実の範囲拡大について伺います。

現行法では、通報対象事実は、特定の法律に基づき最終的に刑事罰又は過料により実効性が担保され

ている行為に限定されており、その対象法律は法の別表及び政令で列挙されるポジティブリスト方式で

運用されています。しかし、これにより、公益性の高い通報であっても、リストにない法律違反は保護

の対象になりません。例えば、政治資金規正法や租税回避に関する法律違反など、重大な社会的関心を

集める違反行為であっても、現行法では通報対象にならないことがあります。

この欠点を補うためには、ネガティブリスト方式、すなわち原則全ての法令違反を通報対象とし、例

外的に除外されるもののみをリスト化する方式へ転換すべきです。これにより、より広範囲な違法行為

が是正される可能性が高まります。なぜ本改正案でそうしなかったのか、大臣の見解を求めます。

最後に、大臣に提言します。

公益通報を促進するために、経済的インセンティブとして付加金制度や報奨金制度を導入すべきです。

付加金制度は、公益通報を理由とする解雇、降格、減給などがなされ、それが無効となった結果、未

払金が生じた場合に未払金に加えて付加金の支払も命じることができるとする制度です。

そして、報奨金制度です。アメリカでは、公益通報の結果、事業者に罰金や制裁金など支払が命じら

れて国庫に入った場合、その一定割合を公益通報者に報奨金という形で分配しています。また、韓国で

は、国に歳入があったかどうかにかかわらず、公益通報者に一定の報奨金を支払っています。

いずれの制度にせよ、この要件設定や規模によっては、公益通報することについての強い経済的イン

センティブとなり、公益通報を大きく促進する可能性があります。

今後、日本でもこの公益通報者への付加金制度や報奨金制度を導入し、公益通報の促進を図るべきと

考えますが、大臣の見解を伺い、私の質問を終わります。（拍手）

〔国務大臣伊東良孝君登壇、拍手〕



○国務大臣（伊東良孝君） 松沢成文議員にお答えいたします。

まず、不祥事の原因及び今回の改正案の目的、また立法事実についてお尋ねがありました。

一般論として、企業の不祥事は、企業ガバナンスの欠如や、あるいは経営環境等、様々な要因によっ

て起こると考えております。

今回の改正案の目的と立法事実に関してですが、近年の事業者の不祥事等から、公益通報に適切に対

応するための事業者の体制整備の不徹底や、あるいは実効性の課題が認められます。また、国際的に公

益通報者の保護の強化が進んでおります。

今回の法改正は、こうした国内外の動向を立法事実として、公益通報に適切に対応するための事業者

の体制整備を徹底し、公益通報者の保護を強化することを目的としております。

次に、配置転換や退職勧奨を刑事罰の対象としなかった理由や法定指針の改正内容についてお尋ねが

ありました。

刑事罰につきましては、一般論として、犯罪の構成要件は明確で、また対象となる行為は罰則に値す

るものでなければなりません。御指摘の配置転換や退職勧奨については、不利益であることが客観的に

明確ではないため、罰則の対象とすることは困難と考えております。

また、解雇、懲戒以外の不利益取扱いにつきましても、公益通報を理由とするものは現行法でも禁止

をされております。禁止される不利益な取扱いに含まれ得る措置の例を内閣府告示である指針に明示す

ることを検討しているところであります。明示する具体的な例につきましては、制度の実効性確保の観

点から適切に検討してまいります。

次に、立証責任の転換につきまして、立証の具体的運用に関するガイドラインの策定についてのお尋

ねがありました。

民事訴訟において、事業者がどのような主張、立証をすれば公益通報を理由とするものではないと認

められるのかについては、個々の事案の事実関係や当事者双方の主張内容によって異なるものと考えま

す。このため、ガイドラインといった一律の形式によって立証の具体的運用を定めることは困難である

と考えます。

次に、今回の改正で追加される保護される通報者がフリーランスのみであり、同僚や家族等が含まれ

ていない理由についてお尋ねがありました。

今回の法改正では、働き方の多様化や、多くが労働者に準ずる弱い立場にあることを踏まえ、フリー

ランスを保護の対象といたしております。公益通報者の同僚や家族等を保護対象とすることについては、

これらの者に対する不利益な取扱いの実態が現状明らかではないことから、その状況を注視してまいり

ます。

次に、通報者探索への罰則を規定しない理由及び虚偽通報への対策についてお尋ねがありました。

今回の法改正では、公益通報者を特定し、解雇又は懲戒を行った法人及び個人は罰則の対象となり得

ますが、そのような措置には至らない通報者探索自体に罰則を置くかどうかは立法事実に即して判断さ

れるべきと考えられます。今回の改正法や刑法により罰則の対象とならないような探索行為自体が深刻

な問題となった立法事実の蓄積は十分になく、また正当な調査を阻害する要因になり得るなどの懸念も

ある中で刑事罰の規定を置くことは適当ではないと、このように考えております。

また、虚偽だと知って行う通報など、いわゆる濫用的通報については、まずは事例を幅広く集め、実

態を調査する必要があると考えております。その結果を踏まえ、公益通報者保護制度の健全な運営を確

保する観点から必要な対応を検討してまいりたいと考えております。

次に、通報妨害の禁止違反とならない正当な理由についてお尋ねがありました。

公益通報を妨げる行為は原則許容されるものではなく、正当な理由は例外的かつ限定的な場合にとど

めるべきと考えます。

その上で、例えば、労働者に対し、事業者の不正行為について特段の根拠なく報道機関や取引先など



に通報しないよう文書又は口頭で求めることは正当な理由に該当し得ると考えております。

次に、従業者指定義務を課す事業者規模を三百人超とした理由及び三百人以下の中小企業への対応策

についてお尋ねがありました。

従事者指定義務は令和二年の法改正で規定されたものであり、中小企業基本法の中小企業者の定義を

参考に、常時使用する労働者数が三百人超であることを基準として事業者に義務を課しています。まず、

義務対象事業者が公益通報に適切に対応するための体制整備の徹底と実効性向上を図ることが重要と考

えております。

常時使用する労働者数が三百人以下の努力義務対象の事業者などに対しましては、消費者庁ではこれ

まで内部通報制度の重要性や導入方法について周知を行ってまいりました。法改正後も引き続き制度の

普及と浸透に努めてまいります。

次に、対象法律の規定方法についてお尋ねがありました。

公益通報者保護法は、公益通報者の保護により、国民の生命、身体、財産その他の利益の保護に関わ

る事業者の法令の規定の遵守を図ることを法の目的としております。

このような法目的の下、ネガティブリスト方式を採用した場合、通報者にとって通報が保護対象に含

まれるのかが不明確となります。このため、現時点においてそのような方式の採用は困難と考えており

ます。

次に、公益通報を促進する経済的インセンティブとして、付加金制度及び報奨金制度の導入について

お尋ねがありました。

公益通報を理由とする解雇等について、裁判所が付加金の支払も命じることができる付加金制度を新

たに導入することは、他の法律との関係も含めて慎重に検討する必要があると考えております。

報奨金制度については、一部の国では、行政機関に対して通報した個人に対して一定の報酬を支払う

制度が存在すると承知をしております。これについては、財源の確保の問題ほか、事業者内部の不正を

通報した労働者に報奨金を支払うことに国民の理解が得られるか等、課題があるものと考えております。

以上でございます。


